
ジェネリック医薬品使用促進緊急対策について

資料６
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目標値 協会けんぽ（一般分）_医科・DPC・調剤・歯科 R1.12月以降の協会けんぽ（一般分）の推計 （参考）国全体の使用割合_医科・DPC・調剤・歯科

○ ジェネリック医薬品については、骨太の方針2017において、令和２年９月までに後発医薬品の使用割合を80%とし、できる限り早い時

期に達成すると閣議決定された。

○ しかしながら、平成31年1月以降、ジェネリック医薬品の使用割合の伸びが低迷しており（図１）、目標の使用割合80％の達成が困難

となる見込みであったことから、令和２年２月４日に本部においてプレスリリース（P4～P8）を実施し、「ジェネリック医薬品使用促進緊

急対策」として、以下の取組を実施することとした。

ジェネリック医薬品使用促進緊急対策について

Ⅰ．加入者等への働きかけ

１．ジェネリック医薬品軽減額通知サー

ビスの対象年齢引き下げ

２．本部及び全支部におけるプレスリ

リースによる情報発信

Ⅱ．医療機関及び保険薬局への働きかけ

３．見える化ツール等を活用した医療機

関等への訪問による情報提供の強化

Ⅲ．支部全体の取組強化

４．支部担当者向け研修会による各種

ツールの活用方法及び好事例の共有

５．重点地域（東京、神奈川、山梨、愛知、京都、大

阪、広島、徳島、高知、福岡）の取組支援

≪図１：平成30年6月以降のジェネリック医薬品の使用割合の現状≫

協会の使用割合（Ｒ1.11）

目標値（Ｒ1.11）

国全体の使用割合（Ｒ1.9）
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※ 「R1.12月以降の協会けんぽ（一般分）の推計」は、各月において、前月の推計値（R1.11は実績値）に前年度における対前月差を加えたものとして算出している。



＜Ⅰ．加入者等への働きかけ＞

１．ジェネリック医薬品軽減額通知サービスの対象年齢引き下げ

○ ジェネリック医薬品使用促進の課題として、0～19歳の方の使用割合が低い。

〇 厚生労働省の調査によると、約７割の自治体が15歳年度末に乳幼児等医療費助成が終了するため、15歳以上の加入者は切替

につながりやすいと考え、令和２年２月に発送するジェネリック医薬品軽減額通知について、18歳以上から15歳以上に対象年齢

の引き下げを行った。なお、対象年齢の引き下げによる通知書の増加件数は90,203件となった。

緊急対策の取組

実施年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

発送月 ８月 ２月 ８月 ２月 ８月 ２月

対象年齢 20歳以上 18歳以上 15歳以上

医科金額 600円以上 500円以上

調剤金額 50円以上

≪直近の軽減額通知サービスに係る対象条件の概要≫

２．本部及び支部におけるプレスリリースによる情報発信

〇 令和２年２月４日、本部において、ジェネリック医薬品使用促進緊急対策に関するプレスリリースを実施し、日本経済新聞（２月４

日朝刊）に記事が掲載された。

〇 支部におけるプレスリリースは、２月21日時点で25支部で実施しており、そのうち７支部のプレスリリースがメディアに取り上げら

れ、計10紙で掲載された。令和２年４月までにすべての支部で実施する予定。
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＜Ⅱ．医療機関及び保険薬局への働きかけ＞

３．見える化ツール等を活用した医療機関等への訪問による情報提供の強化

〇 これまで、個別の医療機関・保険薬局に対して、主に郵送で見える化ツールを情報提供してきたが、令和２年１月からは訪問によ

る情報提供を強化した。

※ 見える化ツールとは、 個別の医療機関・保険薬局におけるジェネリック医薬品の処方（調剤）割合、地域における医療機関（保険

薬局）の処方（調剤）割合の立ち位置、医療機関（保険薬局）におけるジェネリック医薬品数量割合向上に寄与する上位10医薬品

などを見える化したもの。詳細はP7～P8を参照。

※ 新型コロナウイルス感染症への対策として、２月28日から当面の間、医療機関及び薬局への訪問を見合わせており、今後、状況

に応じて、積極的な情報提供を再開することとしている。

＜Ⅲ．支部全体の取組強化＞

４．支部担当者向け研修会による各種ツールの活用方法及び好事例の共有

〇 医療機関等への訪問による情報提供の取組を支援するため、２月14日に「ジェネリック医薬品使用促進研修会」を実施し、ジェネ

リックカルテをはじめとする各種ツールの活用方法を再確認し、医療機関への訪問をすでに実施した支部からの事例共有を実施し

た。

５．重点地域（東京、神奈川、山梨、愛知、京都、大阪、広島、徳島、高知、福岡）の取組支援

〇 重点地域の支部において、令和２年９月までの実施計画書を作成。

〇令和２年２月から３月にかけて本部、委託業者であるニッセイ情報テクノロジー㈱及び日本ジェネリック製薬協会が支部を訪問し、

実施計画書や本部の分析データに基づき、計２か所（東京、神奈川、山梨、福岡の４支部）にて合同の意見交換会を実施した。

※ 新型コロナウィルス感染症の影響により、愛知、京都、大阪、広島、徳島、高知は延期としており、実施日は未定。

〇 その後、９月までの間、毎月進捗状況を確認のうえ、本部においてフォローを実施することで取組の支援を図っていきたい。
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参考：令和２年２月４日に実施したプレスリリース
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